平成２３年度
環境農林水産に関する

国の施策に関する提案・要望
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大阪府
平成２３年度環境農林水産に関する国の施策に関する提案・要望

　日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、農林水産業を取巻く状況が日々変化している中、

大阪の農林水産業においては、府民に豊かで安全・安心な食を提供するため、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」を策定し、「府民とともにめざす豊かな食とみどりの創造」を基本目標に、地産地消の推進や遊休農地の解消、放置森林対策や間伐材の利用促進、担い手の育成など様々な取組みを進めています。

また、大阪の環境は、自動車による大気汚染や河川等の水質汚濁、廃棄物の不適正処理といった従来からの課題に加え、地球温暖化やヒートアイランドなど、多様化、複雑化しています。このような状況の中「大阪21世紀の環境総合計画」を基軸に、循環型社会を目指した魅力ある環境都市をめざし、市町村や地域と連携し、様々な取組みを進めています。
　国の施策及び予算の編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　橋 下　徹
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１．自動車保有課税のグリーン化　
現行の自動車税グリーン化特例の期限は平成２３年度までとなっている。平成２４年度以降、ＣＯ２排出量の少ないエコカーの普及を促進するため、自動車保有課税を抜本的に見直し、地球温暖化対策の観点から、ＣＯ２排出量と税額が連動する仕組み（環境自動車税）を導入されたい。
２．豊能郡美化センターに係るダイオキシン類対策の推進

豊能郡環境施設組合においては、平成22年度から、豊能郡美化センターの旧焼却施設等のダイオキシン類に汚染された付着物、堆積物を除去し、施設の解体・撤去・無害化処理を行う「豊能郡美化センター施設解体・撤去処理事業」に取り組んでいる。

　本事業を実施するためには、相当な経費を要するため、総務省において特別交付税措置など、特段の財政的支援を図られたい。

３．森林計画制度における施業代行制度の創設
　　森林・林業再生プランにおける新たな森林計画制度の構築を検討していく上で、森林整備に対する地権者同意が得がたい森林を対象とした立木所有権移転等による施業代行制度は、放置された森林の健全な保全整備を進める上で、有益な制度であることから、当該制度の創設を積極的に進められたい。
４．地方卸売市場への支援措置の拡充
地方卸売市場の果たしている役割は、公営と民営の違いがあるものの、生鮮食料品等の円滑な流通の確保など、同様の役割を担っている。

　　公営の地方卸売市場には、国から一定の支援がなされているが、民営の地方卸売市場についても、コールドチェーン等の施設整備をはじめ、一層の支援措置の拡充をいただきたい。
